
新県立中央図書館整備事業設計業務委託に係る

公募型プロポーザル実施要領の修正概要

１ 修正の経緯

協力会社に関する規定において、実施要領３⑻ウが「人」に対する制限なのか、「会

社」に対する制限なのか。また、その規定が配置予定技術者を配置する際の協力会社の

最大数なのかが、不明確となっており、プロポーザルに参加を検討している者に混乱を

生じている。

２ 対応内容

実施要領３⑻ウの規定を削除し、協力会社がプロポーザルに参画する際の重複制限を

設けないこととする。

実施要領における関係箇所

実施要領 p.4

実施要領３⑻ウ：

協力会社の者が配置予定技術者となる場合は、他の参加者の配置予定技術者となることは可

能とするが、最大３者までとする。



協力会社についての補足説明

１ 協力会社の数に制限はない。

２ 配置予定技術者の重複は３者までとしている。

Ａ

（１）配置予定技術者として参加する場合

Ｂ Ｃ Ｄ
配置予定技術者（個人）が
重複可能な数は３社まで×

Ｅ Ｆ Ｇ

×

ａ社

上記の範囲内であれば、
協力会社が重複可能な数に制限は無い

（２）配置予定技術者を配置しない場合

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

ａ社

Ｅ Ｆ Ｇ

ｂ社 協力会社が重複可能な数に制限は無い

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

ａ社 技術者を配置する協力会社が
重複可能な数は３社まで

×

Ｅ Ｆ Ｇ

ｂ社

×
判
断
に
混
乱

「配置予定技術者を配置する際の協力会社の最大数」と「配置予定技術者を配置する協力会社が重複できる数」の
考え方に混乱が生じているため、実施要領３⑻ウの規定を取りやめる。

この規定を廃止し、重複の制限は設けないこととする。

この規定はそのままとする。

ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ ・・・構造
技術者

電気
技術者

機械
技術者

コスト
技術者

協力会社数に制限は無い

異なる協力会社からそれぞれ技術者を
配置する場合、 ４社 となる。

協力会社調書（様式４）の提出が必要

構造
技術者

構造
技術者

単体又は代表構成員

県が求める配置予定技術者 参加者が任意で配置するその他の技術者（協力会社扱い）

協力会社調書（様式４）の提出は不要

この規定は
そのままとする。

（実施要領３⑻ウ：協力会社の者が配置予定技術者となる場合は、他の参加者の配置予定技術者となることは可能とするが、 最大３者 までとする。

判断に混乱
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